様式第２号
【事業区分：　　　　　 　　　　コース】

【訓練分野（地域）：　　　　　　　　　】

令和６年度離職者等委託訓練委託業務 提案内容整理票
１　法人の概要

	法人名称
	

	代表者職・氏名
	

	法人所在地
	〒

	設立年月日
	年　　月　　日
	資本金
	円

	売上高
	円（　　年度　月期）
	税引前当期利益
	円（　　年度　月期）

	従業員数
	人（内、常勤職員　　　　　人）

	業務内容

	


２　提案科目
	訓練科名
	　　　　　　　　　　　　　　　科（地域名）（　ヶ月）

	開講月
	
	定員
	定員：　　人（開講可能最少人数：　　人）

	訓練実施施設
（所在地）
	（所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


３　託児サービス等の設定
	託児サービス
	□託児付（託児定員：　　　人）　・　□託児なし　　※いずれかを■とすること

	託児サービス提供機関
	（所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


　
４　訓練内容
	訓練目標
(簡潔に3項目以内で記載)
	

	仕上がり像

（想定する就職先分野、職種）
	

	取得可能資格

	

	カリキュラム内容、指導方法で工夫した点(簡潔に記載)
	


５　就職支援
	目標とする就職率
	　　　　　％
	過去の就職率（同一訓練分野）
	　　　　％

	目標達成に向け創意工夫した点
(簡潔に記載)
	


６　運営体制、指導体制、就職支援体制

	運営体制
	訓練実施責任者
	職・氏名

	
	主な事務担当者
	職・氏名

	
	選考会責任者
	職・氏名

	指導体制
	常勤の担任講師
	職・氏名

	就職支援体制
	就職支援責任者
	職・氏名

	
	主な就職支援担当者
	職・氏名


７　経費見積額
	(1) 訓練実施経費 
	　　　　　　　　　　円（１人１月当たり経費：　　　　　　  円）

	(1)訓練実施経費　
　の内訳
	項目
	金額
	割合

	
	指導員労務費
	円
	％

	
	実習費
	円
	％

	
	施設設備利用料
	円
	％

	
	その他
	円
	％

	
	小計
	円
	

	
	消費税
	円
	

	
	合計
	円
	

	(2)託児サービス経費
	　　　　　　　円（１人１月当たり経費：　　　　　　  円）

	(1)と(2)の合計
	　　　　　　　　　　円


８　取得目標として設定する資格【デジタル分野限定】
	取得目標として設定する資格及び主催者名（複数資格も可）
	※デジタル分野として資格取得を目指す場合は必ず記載すること。



＜記入に当たっての注意点＞
※Ａ４両面１枚に簡潔に分かりやすく記載すること。
【表題】
・事業区分：別記①訓練計画より、該当する「事業区分」を記載すること。

・訓練分野（地域）：別記①訓練計画より、該当する「訓練分野（実施地域）」を記載すること。

１　法人の概要
・売上高、税引前当期利益：直近の年度の状況について記載すること。

２　提案科目

・科目名：当該訓練分野にて提案する「訓練科目の名称」、「実施地域」、「訓練期間」を記載すること。

・開講月：別記①訓練計画より「開講月」を記載すること。別記①訓練計画上、開講月が「指定なし」の科目については、希望する開講月を記載すること。

・定員：別記①訓練計画より定員を記載するとともに、提案する開講可能最少人数（※）を記載すること。

※募集締切時の応募者が、企画提案書に記載した開講可能最少人数を下回っている場合、県と協議し、当該訓練コース（回）について中止することが可能。ただし、定員の2/3以下で設定すること。

定員20人：1人以上13人以下の任意の数
定員15人：1人以上10人以下の任意の数
定員10人：1人以上  6人以下の任意の数

・訓練実施施設名：訓練を実施する具体的な会場名（施設・ビル・会社名等）及び所在地を記載すること。

３　託児サービス等の設定
・託児サービスが必須でないコースに任意で設定する場合は、「託児定員」欄に受入可能な託児人数を記載すること。

・託児サービス提供機関：託児サービス提供機関が複数個所ある場合は、全て記載すること。
４ 訓練内容
・「様式第３号」「様式第４号」をもとに記入すること。

５ 就職支援

・目標とする就職率：「様式第５号」と一致した率を記載すること。

・過去の就職率：「様式第６号」（１）同一訓練分野における就職実績の合計欄の率を記載すること。
　同一訓練分野における過去の実績がない場合は、空欄のままにすること。
・目標達成に向け創意工夫した点：「様式第５号」をもとに記載すること。

６ 運営体制、指導体制、就職支援体制

・「様式第８号」をもとに記入すること。

７　見積経費
・(1)　訓練実施経費と内訳：「様式第９－１号」と一致した金額を記載すること。

・(2)　託児サービス経費：「様式第９－２号」と一致した金額を記載すること。
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